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コミュニティバス（はなバス）導入目的の整理 

 

１．はなバスの市の計画上の事業の位置づけ 

 

１）導入当初の位置づけ 

■ コミュニティバス導入調査報告書（平成 12 年） 

 （運行の意義） 

・公共交通空白地域の利便性の向上（地域格差の是正） 

・市民ニーズへの対応 

・高齢者、子ども、障害者への外出機会の提供 

・公共交通空白地域の車両交通の削減（安全性の向上） 

・多様な公共施設へのアクセス性の向上 

■ 新市建設計画（平成 13 年） 

 交通不便地域の解消 

公共施設へのアクセスの改善 

旧田無・保谷両市民の交流を促進 

鉄道駅への接続による乗車人員の増加及び商店街への誘客 

 

 

 

 

２）現行計画上の位置づけ 

■ 西東京市第２次基本構想・基本計画（平成 26 年度） 

 ・公共交通空白地域の解消 

・市民ニーズや公共施設へのアクセスに対応した効率的な運行 

■ 西東京市都市計画マスタープラン（平成 26 年度） 

 ・交通不便地域解消に向けたルート改善の検討 

■ 西東京市交通計画（平成 26 年） 

 ・公共交通不便地域の解消を目的とした運行ルート等の見直しを検討 

■ 第４次行財政改革大綱アクションプラン（平成 28 年度版） 

 ・市民の利便性の向上や運行業務の効率化を目的にはなバス事業の見直

しを検討 

⇒地域公共交通会議での検討結果を踏まえ、運行ルートの見直しを含

め経費の削減を図るとともに、民間路線バスの初乗り運賃との公平

性の視点で運賃の見直しの検討を行い、公費負担の抑制を図る 

平成 28年度 第２回地域公共交通会議 
資 料 ２ 

平成 28年 11月 30日 

 平成 14年３月から順次運行開始 
 利用状況や市民ニーズなどを踏まえながら、適宜ルートの改廃や料金

の見直しを実施 
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２ はなバス導入検討時における公共交通空白地域の考え方 

 

 本市では、平成 12年度に実施した「西東京市コミュニティバス導入調査」に

おいて、はなバスの導入ルート等の検討を行っているが、この検討においては、

バス停から半径 300ｍの円を描いた際に、その範囲から外れる公共交通が不便な

地域が明確に現れることに着目し、この圏外となる地域を公共交通手段が無い

公共交通空白地域と設定してはなバスの導入ルートを検討しており、移動困難

者等の歩行距離などに着目した検討は行われていない。 

 

 歩行距離については、バスサービスハンドブックに１つの考え方として示さ

れており、その中では、一般的な方の 90％が抵抗感なく無理なく歩ける距離を

300m 圏域としている。 

 

（参考） 

■ バス停までの距離に関する参考文献 

（バスサービスハンドブック：土木学会より引用） 

 

 自宅からバス停までの距離は、利用者にとって非常に重要である。 

特に高齢者や荷物があるときはより重要となる。バス停までの主な交通手段は、

徒歩が圧倒的に多いと考えられることから、利用者の自宅からバス手までの距

離を無理なく歩ける距離以内に配置することが望ましい。無理なく歩ける距離

は健常者で 300ｍ、高齢者で 100ｍとされているが、下表に示すように、この距

離は大きな荷物があるときや雨天時など諸条件によって異なる。 

 

抵抗を感じない距離 

条件 

一般的な人 

歩行速度 80ｍ/分 

高齢者等 

歩行速度 40ｍ/

分 

90％の人が抵抗感無し（約 3.5分） 300ｍ 100ｍ 

大きな荷物がある（約 2分） 150ｍ 80ｍ 

雨（約 2分） 150ｍ 10ｍ 

 

 ただし、バス停の間隔は短ければよいというものでもない。バス停数が多く

なると設置や管理に費用を要すること、頻繁な発進・停止で表定速度が低下す

るなどのデメリットも生ずる。下図はバス停の間隔を変化させたときの所要時

間をシミュレーションしたものである。300ｍ間隔の時に比べ、100ｍ間隔では
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表定速度が 21.6 ㎞/ｈから 12.0 ㎞/ｈへと半分近くまで低下する。ただし、こ

のシミュレーションでは全バス停に停車するものとしている。 

 

バス停間隔と所要時間の関係 
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３ 移動困難者の外出支援サービス 

 

市では現在、下表の移動困難者に対する外出支援策を実施している。しかし、

今後の超高齢化社会を見据え、より広範な「移動に制約がある方（移動制約者、

下図参照）」の外出を支援することも必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 移動制約者の外出支援サービスの検討 

 

 西東京市人口ビジョン（平成 28年３月策定）によれば、西東京市の人口構成

比は、平成 72（2060）年には、平成 27（2015）年と比べて 15～64 歳人口構成

比は 11％減少する一方で、75歳以上人口構成比が 13％増加し、2.5倍の構成比

になると推計されており、今後の超高齢化社会の到来により、市内の移動制約



-5- 

 

者は、ますます増加する見込みとなっている。 

 また、市内の高齢者からは、高齢化により自転車等の利用が難しくなり、買

い物などのための移動支援策を望む声が寄せられている。 

 そのため、西東京市では、これらの方を含む移動制約者を対象とした移動手

段の確保に向け、関係部署による庁内検討を始めている。 

 この検討においては、民間路線バスやコミュニティバスなどの既存の公共交

通との連携も視野に入れながら検討を進めることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


